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は じ め に

　新型コロナウイルス感染症は我が国の国民生活全般に多大な影響をもたら

しています。港区においても、感染対策の観点から密と接触を回避することが

求められているため、在宅勤務の普及や外出自粛などにより、区内で活動する

人々の規模（滞在人口）は大きく減少しています。こうした状況が継続すると、

港区の都市としての魅力や競争力にも悪影響が懸念されることから、令和２

年度、港区政策創造研究所と森記念財団都市戦略研究所は、共同研究として、

月次データを活用したコロナ禍による定住人口、滞在人口からなる人の動きと、

それによる都市機能への影響を明らかにしました。

　本報告書は、その研究成果を引き継いで、こうした動向の詳細と各主体の

意識と行動変化の要因を分析するため、令和３年度に事業所、昼間人口、定住

人口への意識と行動の実態把握を行った結果を分析し取りまとめたものです。

　この研究結果により、区内事業所の活動への影響が大きく、宿泊・飲食サー

ビス業に特に強い影響が出ていること、テレワークが区内事業所に普及して

おり、コロナ禍収束後に毎日出社を想定している区内の事務所が約６割にと

どまること、コロナ禍により区民の居住地選択要因において買い物環境、医療

機関、治安、通信環境などの重視度が高まっていることなどが明らかとなり、

今後のまちづくりにおける様々な示唆が得られました。

　テレワーク、コミュニケーションや消費行動のオンライン化など、新型コロナ

ウイルス感染症の影響による人々の生活スタイルの変化はコロナ収束後も一定

程度定着する可能性が高く、今後はその影響を踏まえたまちづくりが求められ

ると考えられます。

　本調査の結果が、区民や区内で活動する事業者、各種団体など、港区に関わる

方々が今後の地域における暮らしや様々な活動のあり方を検討する際の一助と

なれば幸いです。

港区政策創造研究所　　　　　 　　　所長　大塚　敬

森記念財団 都市戦略研究所　業務担当理事　市川宏雄
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I.調査の概要



１ 背景と目的

２ 分析データ

■ 新型コロナウイルス感染症が事業へ与えた影響の把握と、適切な支援の方向性検討

のための基礎資料の提供

本調査は、新型コロナウイルス感染症（以下、「新型コロナ」という）による区内立

地事業者への影響の実態を把握するとともに、事業者が今後どのような事業展開

を検討しているかを明らかにし、区内事業者への適切な支援の方向性を明らかに

することを目的として実施した。

■ 調査実施時期

第１回アンケート調査 2021年８月17日～９月６日

第２回アンケート調査 2021年10月15日～10月29日

（参考）東京における緊急事態宣言およびまん延防止等重点措置の指定期間（2022年２月22日時点）

第１回緊急事態宣言 2020年４月７日～５月25日

第２回緊急事態宣言 2021年１月８日～３月21日

まん延防止等重点措置 2021年４月12日～４月24日

第３回緊急事態宣言 2021年４月25日～６月20日

まん延防止等重点措置 2021年６月21日～７月11日

第４回緊急事態宣言 2021年７月12日～９月30日

まん延防止等重点措置 2022年１月21日～３月６日

■ 調査対象

◇第１回アンケート調査

港区に位置する事業所 5,000件

（不動産賃貸業：1,000件、飲食業：1,000件、飲食業以外：3,000件）

◇第２回アンケート調査

港区に位置する事業所 2,500件

（不動産賃貸業：360件、不動産賃貸業・飲食業以外：2,140件）

なお、第１回および第２回の回答傾向に大きな差異が見られないことを確認した

ため、アンケート結果を合算して集計を行った。

I.調査の概要
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■ 総回収数

■ 選定方法

■ 実施方法

■ 調査項目の概要

◇第１回アンケート調査

1,011件（回収率：20.2％）

◇第２回アンケート調査

613件（回収率：24.5％）

調査会社（株式会社 日本能率協会総合研究所）が、可能な限り最新のデータを

もとに、ランダムサンプリングでセグメントごとに抽出

郵送でQRコードを送付、その後インターネットで回答

◇不動産賃貸業向け

・テナントの動向（事務所、店舗、住宅）

・コロナ禍収束後のテナントの見通し（事務所、店舗、住宅）

・コロナ禍収束後の入居業態転換テナントの見通し

◇商店・飲食店向け

・コロナ禍収束後の顧客数の見通しと事業戦略

◇全事業者向け

・テレワーク・在宅勤務の状況（コロナ禍前、中、後）

・テレワーク・在宅勤務による生産性への影響、従業員満足度

・事業所面積への影響（コロナ禍中、後）

・移転の可能性と移転先の条件

・コロナ禍収束後、テレワーク・在宅勤務が一般化した場合の事業への影響

・これまで利用した国・都・区の支援策

0 80 7



I .調査の概要

図表１　事業所立地（SA）（n=1,861）

(１)事業所立地

３ 回答者属性

【質問】貴事業所の所在地をお答えください。

０

10

20

30

40

麻布地区赤坂地区芝地区芝浦港南地区高輪地区

17.3％
(322件)

24.9％
(463件)

32.5％
(605件)

15.1％
(281件)

10.2％
(190件)

（％）

1 00 9



I .調査の概要

図表２　業種（SA）（n=1,858）

図表３　事業所種別（SA）（n=1,856）

(２)業種

(３)事業所種別

【質問】貴事業所の業種をお答えください。

【質問】貴事業所の種別をお答えください。

０ 10 20 30

その他

サービス業（他に分類されないもの）

医療、福祉

生活関連サービス業、娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

学術研究、専門・技術サービス業

不動産業、物品賃貸業

金融業、保険業

卸売業・小売業

運輸業、郵便業

情報通信業

製造業

建設業 3.4％ (64件)

6.6％ (122件)

9.1％ (169件)

4.4％ (82件)

13.9％ (258件)

2.4％ (44件)

14.8％ (275件)

6.4％ (118件)

11.9％ (221件)

1.9％ (36件)

5.0％ (92件)

18.3％ (340件)

2.0％ (37件)

（％）

そ
の
他

娯
楽
場

ホ
テ
ル
・
旅
館

飲
食
店

商
店

営
業
所

事
務
所

工
場
・
製
作
所

0.8％
(14件)

61.4％
(1,140件)

9.9％
(183件)

5.8％
(108件)

12.7％
(236件)

0.4％
(８件)

0.4％
(７件)

8.6％
(160件)

０

20

40

60

80

100

（％）
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図表４　港区での事業年数（SA）（n=1,598）

図表５　建物利用の状況（SA）（n=1,598）

(４)港区での事業年数

(５)建物利用の状況

【質問】貴事業所についてお聞きします。港区での事業年数をお答えください。

【質問】現在の貴事業所の建物は賃借もしくは所有のどちらですか。

０

20

40

60

30年以上20〜29年10〜19年５〜９年２〜４年２年未満

2.7％
(43件)

5.1％
(82件)

11.5％
(184件)

26.0％
(416件)

16.8％
(269件)

37.8％
(604件)

（％）

０

20

40

60

80

100

所有賃借

79.6％
(1,272件)

20.4％
(326件)

（％）
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II. 調査結果



図表６　事業活動への影響（SA）（n=1,598）

（１）事業活動への影響

■ 事業所の所在地にかかわらず、約70～75％の事業所が事業活動へ「とても深刻な

影響を及ぼした」または「深刻な影響を及ぼした」と回答（図表６および図表７）。

■ 業種別にみると、宿泊業・飲食サービス業はほぼ全事業所が、生活関連サービス

業、娯楽業は90％以上の事業所で深刻な影響を受けたと回答（図表８）。

１ 全事業所を対象とした質問項目

II.調査結果

ア  基本集計　　　　　　　 　　　　　　 

【質問】新型コロナの流行は、貴事業所の事業活動にどの程度の影響を与えていますか。

０

20

40

60

とても好影響を
及ぼした

好影響を
及ぼした

特に影響は
ない

深刻な
影響を及ぼした

とても深刻な
影響を及ぼした

29.5％

44.2％

23.8％

2.1％
0.3％

（％）

1 41 3



図表７　所在地別にみた新型コロナの事業活動への影響

イ  クロス集計

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

麻布地区(n=276)

赤坂地区(n=387)

芝地区(n=534)

芝浦港南地区(n=238)

高輪地区(n=163)

全体(n=1,598)
29.5％ 44.2％ 23.8％ 2.1％ 0.3％

0.4％

0.2％

0.3％

0.7％

26.4％ 47.2％ 23.3％ 3.1％

21.0％ 47.5％ 30.3％ 0.8％

29.0％ 43.6％ 26.0％ 1.1％

31.3％ 43.4％ 21.4％ 3.6％

37.3％ 42.0％ 17.4％ 2.5％

とても好影響を及ぼした

好影響を及ぼした特に影響はない深刻な影響を及ぼしたとても深刻な影響を及ぼした

1 41 3



II .調査結果

図表８　業種別にみた新型コロナの事業活動への影響

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

その他(n=28)

サービス業（他に分類されないもの）

(n=302)

医療、福祉(n=67)

生活関連サービス業、娯楽業

(n=32)

宿泊業、飲食サービス業(n=194)

学術研究、専門・技術サービス業

(n=104)

不動産業、物品賃貸業(n=232)

金融業、保険業(n=37)

卸売業・小売業(n=223)

運輸業、郵便業(n=71)

情報通信業(n=143)

製造業(n=106)

建設業(n=59)

全体(n=1,598)

とても好影響を及ぼした

好影響を及ぼした特に影響はない深刻な影響を及ぼしたとても深刻な影響を及ぼした

29.5％ 44.2％ 23.8％ 2.1％ 0.3％

0.7％

1.0％

0.5％

0.7％

11.9％ 52.5％ 33.9％ 1.7％

24.5％ 47.2％ 24.5％ 3.8％

13.3％ 51.0％ 32.2％ 2.8％

16.9％ 50.7％ 32.4％

35.0％ 47.1％ 15.7％ 2.2％

5.4％ 51.4％ 37.8％ 5.4％

15.1％ 53.0％ 31.0％ 0.9％

16.3％ 38.5％ 36.5％ 7.7％

75.8％ 23.7％

53.1％ 37.5％ 9.4％

22.4％ 53.7％ 22.4％ 1.5％

29.5％ 41.1％ 26.8％ 2.0％

28.6％ 42.9％ 25.0％ 3.6％

1 61 5



II .調査結果

図表９　令和２（2020）年度の売上（SA）（n=1,594）

（２）売上への影響

■ 新型コロナより、前年度（令和元（2019）年度）と比較し、売上高が増加した事業

所は約15％で、売上が減少した事業所は70％以上にのぼる（図表10）。

■ 業種別にみると、宿泊業・飲食サービス業は約90％、生活関連サービス業、娯楽業は

約65％の事業所で前年度と比べて30％以上売り上げが減少している（図表11）。

■ 年間売上高が小さいほど売上の減少割合が大きい傾向がある（図表12）。

ア  基本集計　　　　　　　 　　　　　　 

令和２（2020）年度の売上

【質問】貴事業所についてお聞きします。

   　  令和２(2020)年度の年間売上をお答えください。

０ 10 20 30 40

100億円以上

10億円以上100億円未満

５億円以上10億円未満

１億円以上５億円未満

５千万円以上１億円未満

４千万円以上５千万円未満

３千万円以上４千万円未満

２千万円以上３千万円未満

１千万円以上２千万円未満

５百万円以上１千万円未満

５百万円未満 7.7％

7.7％

7.5％

5.3％

4.8％

3.8％

11.2％

11.8％

26.0％

6.8％

7.3％

（％）

1 61 5



II .調査結果

図表10　前年度（令和元（2019）年）との売上対比（SA）（n=1,594）

前年度との売上対比

【質問】貴事業所についてお聞きします。

　　　 前年度(令和元(2019)年度)との売上対比をお答えください。

０ 10 20 30 40

81％以上増加

51％-80％増加

31％-50％増加

０％-30％増加

変化なし

０％-30％減少

31％-50％減少

51％-80％減少

81％以上減少 6.1％

13.9％

17.9％

34.2％

14.2％

11.8％

0.8％

0.4％

0.6％

（％）

1 81 7



II .調査結果

図表11　業種別にみた前年度（令和元（2019）年度）との売上対比

イ  クロス集計

その他(n=28)

サービス業（他に分類されないもの）

(n=300)

医療、福祉(n=67)

生活関連サービス業、娯楽業

(n=32)

宿泊業、飲食サービス業(n=194)

学術研究、専門・技術サービス業

(n=103)

不動産業、物品賃貸業(n=232)

金融業、保険業(n=37)

卸売業・小売業(n=223)

運輸業、郵便業(n=70)

情報通信業(n=143)

製造業(n=106)

建設業(n=59)

全体(n=1,594)

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

０％-30％増加 31％-50％増加 51％-80％増加 81％以上増加

変化なし０％-30％減少31％-50％減少51％-80％減少81％以上減少

1 81 7



II .調査結果

図表12　令和２（2020）年度の年間売上と前年度（令和元（2019年）年度）との売上対比

100億円以上(n=77)

10億円以上100億円未満

(n=188)

５億円以上10億円未満

(n=117)

１億円以上５億円未満

(n=414)

５千万円以上１億円未満

(n=179)

４千万円以上５千万円未満

(n=61)

３千万円以上４千万円未満

(n=84)

２千万円以上３千万円未満

(n=120)

１千万円以上２千万円未満

(n=123)

５百万円以上１千万円未満

(n=109)

５百万円未満(n=122)

全体(n=1,594)

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

０％-30％増加 31％-50％増加 51％-80％増加 81％以上増加

変化なし０％-30％減少31％-50％減少51％-80％減少81％以上減少

2 01 9



II .調査結果

図表13　常時雇用している従業員数（SA）（n=1,595）

ア  基本集計　　　　　　　 　　　　　　 

常時雇用している従業員数

【質問】常時雇用している貴事業所の従業員数(派遣社員、アルバイト、業務委託先

　　　　社員を含む)をお答えください。

（３）従業員数への影響

■ 新型コロナによる従業員数への影響は限定的であり、約70％の事業所が従業員数

に変化がない。一方で、20％以上の事業所で従業員を減員している（図表14）。

■ 従業員規模が20～29人の事業所が最も多く従業員を減らしている（図表16）。

■ コロナ禍収束後は、情報通信業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業、

娯楽業、建設業は他の業種と比べると増員する見通しの割合が高い（図表17）。

０ 20 40 60

1,000人以上

500-999人

100-499人

50-99人

30-49人

20-29人

10-19人

１-９人 57.0％

15.3％

7.5％

6.2％

5.8％

6.0％

0.7％

1.4％

（％）

2 01 9



II .調査結果

図表14　従業員の増減（SA）（n=1,595）

図表15　従業員数の見通し（SA）（n=1,595）

従業員数の増減

【質問】貴事業所についてお聞きします。

      新型コロナ流行前と比べたときの従業員数(同前頁)の増減をお答えください。

従業員数の見通し

【質問】貴事業所についてお聞きします。

       新型コロナ収束後の従業員数の見通しをお答えください。

０ 20 40 60 80

51％以上増加

31％-50％増加

０％-30％増加

変化なし

０％-30％減少

31％-50％減少

51％以上減少

0.3％

3.8％

4.1％

6.2％

17.6％

67.8％

0.2％

（％）

０

20

40

60

80

未定変えない減らす予定増やす予定

22.3％

3.8％

55.1％

18.8％

（％）

2 22 1



II .調査結果

図表16　従業員規模別にみた新型コロナ流行前と比べたときの従業員数の増減

イ  クロス集計

1,000人以上(=23)

500-999人(=11)

100-499人(=96)

50-99人(=93)

30-49人(=99)

20-29人(=120)

10-19人(=244)

１-９人(=909)

全体(=1,595)

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

０％-30％増加

31％-50％増加 51％以上増加

変化なし０％-30％減少31％-50％減少51％以上減少

1.0％

3.3％

5.6％

3.8％

4.3％

1.0％

1.1％

3.0％

6.7％

4.5％

4.5％

4.1％

4.3％

17.7％

22.6％

23.2％

33.3％

25.0％

12.9％

17.6％

78.3％

63.6％

64.6％

59.1％

60.6％

51.7％

60.7％

73.7％

67.8％

13.0％

36.4％

15.6％

17.2％

12.1％

8.3％

5.7％

2.8％

6.2％

1.0％

0.4％

0.3％

0.3％

0.4％

0.2％

0.2％

2 22 1



II .調査結果

図表17　業種別にみた新型コロナ収束後の従業員数の見通し

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

その他(n=28)

サービス業（他に分類されないもの）
(n=300)

医療、福祉(n=67)

生活関連サービス業、娯楽業
(n=32)

宿泊業、飲食サービス業(n=194)

学術研究、専門・技術サービス業
(n=103)

不動産業、物品賃貸業(n=232)

金融業、保険業(n=37)

卸売業・小売業(n=223)

運輸業、郵便業(n=71)

情報通信業(n=143)

製造業(n=106)

建設業(n=59)

全体(n=1,595)

未定変えない減らす予定増やす予定

7.1％

21.0％

17.9％

28.1％

35.1％

19.4％

13.8％

16.2％

14.8％

15.5％

41.3％

15.1％

28.8％

21.8％

32.1％

2.7％

9.0％

9.4％

4.1％

1.0％

1.7％

6.3％

2.8％

5.7％

8.5％

4.3％

50.0％

53.7％

55.2％

43.8％

43.8％

55.3％

65.9％

67.6％

64.6％

64.8％

35.7％

61.3％

45.8％

55.1％

10.7％

22.7％

17.9％

18.8％

17.0％

24.3％

18.5％

16.2％

14.3％

19.7％

20.3％

17.9％

16.9％

18.8％

2 42 3



II .調査結果

図表18　従業員規模別にみた新型コロナ収束後の従業員数の見通し

1,000人以上(n=23)

500-999人(n=11)

100-499人(n=96)

50-99人(n=93)

30-49人(n=99)

20-29人(n=120)

10-19人(n=244)

1-９人(n=909)

全体(n=1,595)

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

未定変えない減らす予定増やす予定

13.0％

36.4％

19.8％

31.2％

30.3％

35.8％

27.9％

17.5％

22.3％

9.1％

1.0％

4.3％

5.1％

4.2％

5.7％

3.4％

3.8％

60.9％

45.5％

56.3％

51.6％

45.5％

36.7％

50.8％

60.0％

55.1％

26.1％

9.1％

22.9％

12.9％

19.2％

23.3％

15.6％

19.1％

18.8％

2 42 3



II .調査結果

図表19　在宅勤務導入時期（SA）（n=1,500）

ア  基本集計　　　　　　　 　　　　　　 

在宅勤務導入時期

【質問】貴事業所におけるテレワークや在宅勤務の導入時期についてお答えください。

（４）働き方への影響

■ 新型コロナ流行前からテレワークや在宅勤務を導入している事業所は約10％以下

であり、新型コロナ流行後もテレワークや在宅勤務を導入していない事業所が

約50％（図表19）。

■ 生産性が悪化したと回答した事業所が20％以上にのぼる一方、約40％の事業所

は生産性が変わっていないと回答（図表20）。

■ 従業員の満足度が「向上した」と回答した割合と、「下がった」と回答した割合が

約13％でほぼ等しく、「変わっていない」が約30％であった（図表21）。

■ 情報通信業および金融・保険業では約90％の事業所でテレワークを導入済で、

他の業種と比べると相対的に高い（図表22）。

■ 従業員規模が500人以上の事業所では、約40％の事業所でテレワークを導入して

いるが、100人以下の事業所では10％程度にとどまる（図表23）。

０

20

40

60

導入していない新型コロナ流行以降に
導入した

新型コロナ流行以前から
導入している

9.2％

46.0％ 44.8％

（％）

2 62 5



II .調査結果

図表20　従業員の生産性への影響（SA）（n=1,500）

図表21　従業員満足度（SA）（n=1,500）

従業員の生産性への影響

【質問】働き方の変化は従業員の生産性に影響を与えていますか。

従業員満足度

【質問】働き方の変化は従業員の満足度に影響を与えていますか。

０

20

40

60

テレワークや
在宅勤務は

導入していない

従業員に生産性の
向上について
尋ねていない

生産性が
悪化

生産性は
変わっていない

生産性が
向上

3.3％

40.3％

23.1％

8.1％

25.3％

（％）

０

20

40

60

テレワークや
在宅勤務は

導入していない

従業員に満足度
について

尋ねていない

満足度は
下がった

変わっていない満足度が
向上した

12.7％

32.4％

13.3％
15.4％

26.2％

（％）

2 62 5



II .調査結果

図表22　業種別にみたテレワークや在宅勤務の導入時期

イ  クロス集計

その他(n=26)

サービス業（他に分類されないもの）
(n=288)

医療、福祉(n=65)

生活関連サービス業、娯楽業
(n=30)

宿泊業、飲食サービス業(n=180)

学術研究、専門・技術サービス業
(n=100)

不動産業、物品賃貸業(n=196)

金融業、保険業(n=36)

卸売業・小売業(n=214)

運輸業、郵便業(n=69)

情報通信業(n=140)

製造業(n=99)

建設業(n=57)

全体(n=1,500)

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

導入していない新型コロナ流行以降に導入した新型コロナ流行以前から導入している

11.5％

8.3％

1.5％

3.3％

1.1％

19.0％

10.2％

25.0％

7.5％

5.8％

16.4％

11.1％

8.8％

9.2％

61.5％

55.2％

15.4％

16.7％

8.9％

54.0％

43.4％

63.9％

41.6％

50.7％

80.7％

52.5％

57.9％

46.0％

26.9％

36.5％

83.1％

80.0％

90.0％

27.0％

46.4％

11.1％

50.9％

43.5％

2.9％

36.4％

33.3％

44.8％

2 82 7



II .調査結果

図表23　従業員規模別にみたテレワークや在宅勤務の導入時期

1,000人以上

500-999人

100-499人

50-99人

30-49人

20-29人

10-19人

１-９人

全体

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

導入していない新型コロナ流行以降に導入した新型コロナ流行以前から導入している

38.9％

45.5％

15.7％

9.9％

12.5％

7.8％

7.9％

7.5％

9.2％

50.0％

45.5％

69.7％

58.2％

66.7％

56.0％

53.9％

36.3％

46.0％

11.1％

9.1％

14.6％

31.9％

20.8％

36.2％

38.2％

56.2％

44.8％

2 82 7



II .調査結果

図表24　事務所面積の変化（SA）（n=1,482）

ア  基本集計　　　　　　　 　　　　　　 

事務所面積の変化

【質問】新型コロナの流行以降、事業所の面積に変化はありましたか。

　　　（不動産業の方は貴事業所の面積についてお答えください）

（５）事務所面積への影響

■ コロナ禍による事務所面積への影響は限定的であり、90％以上の事業所で事務所

面積に変化がない（図表24）。

■ コロナ禍収束後も、事業所面積を変更する予定の事業所は限定的（図表25）。

■ また、60％以上の事業所が事務所の移転を検討していない一方、40％近くの事業

所が移転の可能性を示している（図表26）。

■ 移転候補先としては、半数以上が港区内であり、約40％が港区以外の東京23区内と

回答していることから、移転後も東京23区内にとどまる可能性が高い（図表28）。

■ 移転の際に重視する「建物の条件」は賃料であり（図表29）、重視する「地域の条

件」は公共交通機関の利便性であった（図表30）。

０

20

40

60

80

100

変化なし縮小した拡大した

2.0％
5.8％

92.2％

（％）

3 02 9



II .調査結果

図表25　新型コロナ収束後の事務所面積の見通し（SA）（n=1,482）

図表26　事務所移転の可能性（SA）（n=1,482）

新型コロナ収束後の事務所面積の見通し

【質問】新型コロナ収束後の事業所の面積の見通しをご記入ください。

　　　（不動産業の方は貴事業所の面積についてお答えください）

事務所移転の可能性

【質問】今後、事業所を移転する可能性はありますか。

０

20

40

60

80

100

未定変更する予定はない縮小する予定拡大する予定

3.6％
7.0％

74.2％

15.2％

（％）

０

20

40

60

80

新型コロナの
影響を受けて
すでに移転した

全くない多少ある大いにある現在検討中

8.8％
4.8％

23.1％

61.9％

1.3％

（％）

3 02 9



II .調査結果

図表27　移転予定時期（SA）（n=525）

図表28　移転先候補地（MA）（n=754）

移転予定時期

【質問】移転の予定時期をお答えください。

移転先候補地

【質問】移転先の候補地をお答えください。(複数回答可)

０

20

40

60

80

100

未定５年後以降３-５年以内２-３年以内１年以内

14.7％
19.6％

9.3％
3.6％

52.8％

（％）

０

20

40

60

関東圏以外東京23区以外の
関東圏内

都心５区以外の
23区内

港区を除く
都心５区内

（千代田・中央・渋谷・新宿）

港区内

52.1％

19.9％ 19.4％

6.6％

2.0％

（％）

3 23 1



II .調査結果

図表29　重視する建物の条件（MA）（n=1,902）

重視する建物の条件

【質問】事務所を移転する際に重視する「建物の条件」をお答えください。

　　　　(複数回答可)

０ 10 20 30

その他

建物の環境・省エネ性の高さ

建物の電気容量・通信設備

建物のデザイン

関連会社や取引先との近接性

ビルの耐震性能・
セキュリティ性能

室内のレイアウトのしやすさ・
明るさ・眺望

従業員の通勤利便性

面積

賃料 25.3％

14.5％

10.8％

1.1％

10.4％

7.0％

4.1％

2.9％

18.9％

4.9％

（％）

3 23 1



II .調査結果

図表30　重視する地域の条件（MA）（n=1,884）

重視する地域の条件

【質問】事務所を移転する際に重視する「地域の条件」をお答えください。

　　　 (複数回答可)

０ 10 20 30

市場となる人口の集積

下請けなど連携先となる

事業者の集積

顧客となる事業者の集積

医療機関の充実

博物館・美術館など

文化施設の充実

スポーツ施設の充実

公園の充実

地域コミュニティの活動

買い物のしやすさ

飲食店の充実度

自然の豊かさ

国際性の豊かさ

景観・街並みの良さ

まちのイメージ

治安面における安全性

防災面における安全性

道路交通の利便性

公共交通機関の利便性 23.3％

10.4％

10.2％

11.4％

6.7％

1.8％

3.2％

5.8％

1.2％

2.7％

1.0％

1.6％

6.5％

1.9％

0.8％

0.4％

10.8％

0.4％

（％）

3 43 3



II .調査結果

図表31　業種別にみた事業所の面積の変化

イ  クロス集計

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

その他(n=26)

サービス業（他に分類されないもの）
(n=286)

医療、福祉(n=63)

生活関連サービス業、娯楽業
(n=29)

宿泊業、飲食サービス業(n=179)

学術研究、専門・技術サービス業
(n=99)

不動産業、物品賃貸業(n=191)

金融業、保険業(n=34)

卸売業・小売業(n=213)

運輸業、郵便業(n=68)

情報通信業(n=139)

製造業(n=99)

建設業(n=56)

全体(n=1,482)

変化なし縮小した拡大した

7.7％

3.1％

3.2％

3.0％

3.1％

0.9％

1.5％

2.9％

1.0％

2.0％

11.5％

6.6％

1.6％

13.8％

6.1％

6.1％

3.7％

8.8％

5.6％

7.4％

5.0％

5.1％

5.4％

5.8％

80.8％

90.2％

95.2％

86.2％

93.9％

90.9％

93.2％

91.2％

93.4％

91.2％

92.1％

93.9％

94.6％

92.2％

3 43 3



II .調査結果

図表32　業種別にみた新型コロナ収束後の事業所の面積の見通し

その他(n=26)

サービス業（他に分類されないもの）

(n=286)

医療、福祉(n=63)

生活関連サービス業、娯楽業

(n=29)

宿泊業、飲食サービス業(n=179)

学術研究、専門・技術サービス業

(n=99)

不動産業、物品賃貸業(n=191)

金融業、保険業(n=34)

卸売業・小売業(n=213)

運輸業、郵便業(n=68)

情報通信業(n=139)

製造業(n=99)

建設業(n=56)

全体(n=1,482)

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100(％)

未定変更する予定はない縮小する予定拡大する予定

3.8％

3.5％

4.8％

10.3％

3.9％

8.1％

4.2％

2.9％

0.9％

4.4％

2.9％

5.4％

3.6％

23.1％

8.4％

3.2％

3.4％

5.6％

12.1％

1.6％

11.8％

6.6％

4.4％

8.6％

11.1％

1.8％

7.0％

57.7％

72.0％

74.6％

75.9％

70.9％

70.7％

80.6％

73.5％

73.7％

83.8％

71.2％

74.7％

83.9％

74.2％

15.4％

16.1％

17.5％

10.3％

19.6％

9.1％

13.6％

11.8％

18.8％

7.4％

17.3％

14.1％

8.9％

15.2％

3 63 5



II .調査結果

図表33　業種別にみた事業所の移転の可能性

その他(n=26)

サービス業（他に分類されないもの）

(n=286)

医療、福祉(n=63)

生活関連サービス業、娯楽業

(n=29)

宿泊業、飲食サービス業(n=179)

学術研究、専門・技術サービス業

(n=99)

不動産業、物品賃貸業(n=191)

金融業、保険業(n=34)

卸売業・小売業(n=213)

運輸業、郵便業(n=68)

情報通信業(n=139)

製造業(n=99)

建設業(n=56)

全体(n=1,482)

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

新型コロナの影響を受けてすでに移転した全くない多少ある大いにある現在検討中

15.4％

11.9％

9.5％

13.8％

7.8％

12.1％

4.2％

2.9％

9.9％

7.4％

5.8％

8.1％

10.7％

8.8％

3.8％

6.3％

3.2％

3.4％

7.8％

5.1％

3.7％

5.9％

2.3％

2.9％

4.3％

6.1％

3.6％

4.8％

19.2％

25.5％

15.9％

13.8％

17.9％

28.3％

16.2％

17.6％

26.3％

19.1％

32.4％

28.3％

21.4％

23.1％

57.7％

54.9％

71.4％

69.0％

66.5％

51.5％

75.4％

70.6％

60.6％

67.6％

55.4％

56.6％

60.7％

61.9％

3.8％

1.4％

3.0％

0.5％

2.9％

0.9％

2.9％

2.2％

1.0％

3.6％

1.3％

3 63 5



II .調査結果

図表34　業種別にみた移転の予定時期

その他(n=９)

サービス業（他に分類されないもの）

(n=122)

医療、福祉(n=17)

生活関連サービス業、娯楽業

(n=９)

宿泊業、飲食サービス業(n=55)

学術研究、専門・技術サービス業

(n=45)

不動産業、物品賃貸業(n=44)

金融業、保険業(n=９)

卸売業・小売業(n=77)

運輸業、郵便業(n=20)

情報通信業(n=59)

製造業(n=39)

建設業(n=20)

全体(n=525)

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

未定５年後以降３-５年以内２-３年以内１年以内

44.4％

11.5％

17.6％

44.4％

9.1％

22.2％

15.9％

11.1％

14.3％

30.0％

8.5％

12.8％

10.0％

14.7％

11.1％

20.5％

17.6％

11.1％

12.7％

26.7％

29.5％

44.4％

20.8％

5.0％

11.9％

17.9％

30.0％

19.6％

22.2％

12.3％

11.1％

9.1％

6.7％

11.4％

11.7％

10.2％

5.1％

5.0％

9.3％

1.6％

4.4％

2.3％

11.1％

7.8％

5.0％

10.3％

10.0％

3.6％

22.2％

54.1％

64.7％

33.3％

69.1％

40.0％

40.9％

33.3％

45.5％

60.0％

69.5％

53.8％

45.0％

52.8％

3 83 7



II .調査結果

図表35　業種別にみた移転先の候補地

その他(n=15)

サービス業（他に分類されないもの）

(n=172)

医療、福祉(n=22)

生活関連サービス業、娯楽業

(n=14)

宿泊業、飲食サービス業(n=67)

学術研究、専門・技術サービス業

(n=71)

不動産業、物品賃貸業(n=58)

金融業、保険業(n=14)

卸売業・小売業(n=109)

運輸業、郵便業(n=32)

情報通信業(n=94)

製造業(n=56)

建設業(n=30)

全体(n=754)

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

関東圏以外東京23区以外の関東圏内

都心５区以外の23区内港区を除く都心５区内(千代田・中央・渋谷・新宿)港区内

53.3％

53.5％

68.2％

35.7％

44.8％

46.5％

58.6％

57.1％

55.0％

34.4％

55.3％

46.4％

63.3％

52.1％

33.3％

20.3％

9.1％

21.4％

11.9％

23.9％

24.1％

35.7％

17.4％

12.5％

23.4％

19.6％

16.7％

19.9％

6.7％

18.6％

18.2％

28.6％

25.4％

22.5％

13.8％

7.1％

21.1％

37.5％

16.0％

19.6％

6.7％

19.4％

6.7％

6.4％

14.3％

14.9％

5.6％

3.4％

5.5％

12.5％

4.3％

7.1％

6.7％

6.6％

1.2％

4.5％

3.0％

1.4％

0.9％

3.1％

1.1％

7.1％

6.7％

2.0％

3 83 7



II .調査結果

図表36　業種別にみた事務所を移転する際に重視する「建物の条件」

その他(n=35)

サービス業（他に分類されないもの）

(n=434)

医療、福祉(n=51)

生活関連サービス業、娯楽業

(n=24)

宿泊業、飲食サービス業(n=143)

学術研究、専門・技術サービス業

(n=213)

不動産業、物品賃貸業(n=146)

金融業、保険業(n=34)

卸売業・小売業(n=259)

運輸業、郵便業(n=63)

情報通信業(n=262)

製造業(n=144)

建設業(n=73)

全体(n=1,881)

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (％)

関連会社や取引先との近接性 建物のデザイン

建物の電気容量・通信設備 建物の環境・省エネ性の高さ

ビルの耐震性能・セキュリティ性能

室内のレイアウトのしやすさ・明るさ・眺望従業員の通勤利便性面積賃料

4 03 9



II .調査結果

図表37　業種別にみた事務所を移転する際に重視する「地域の条件」

その他(n=40)

サービス業（他に分類されないもの）

(n=453)

医療、福祉(n=56)

生活関連サービス業、娯楽業

(n=21)

宿泊業、飲食サービス業(n=170)

学術研究、専門・技術サービス業

(n=190)

不動産業、物品賃貸業(n=161)

金融業、保険業(n=30)

卸売業・小売業(n=273)

運輸業、郵便業(n=58)

情報通信業(n=231)

製造業(n=129)

建設業(n=72)

全体(n=1,884)

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

景観・街並みの良さ 国際性の豊かさ 自然の豊かさ

飲食店の充実度 買い物のしやすさ 地域コミュニティの活動 公園の充実

スポーツ施設の充実 博物館・美術館など文化施設の充実 医療機関の充実

顧客となる事業者の集積 下請けなど連携先となる事業者の集積 市場となる人口の集積

まちのイメージ

治安面における安全性防災面における安全性道路交通の利便性公共交通機関の利便性

4 03 9



II .調査結果

図表38　在宅勤務やテレワークの影響（SA）（n=1,455）

【質問】新型コロナ収束後も社会全体としてテレワークや在宅勤務が一般化した場合に、

　　   貴事業所の事業活動は影響を受けますか。

（６）在宅勤務やテレワークの影響

■ 新型コロナ収束後にテレワークや在宅勤務が一般化した場合、事業活動が悪影

響を受けると回答した事業所が約45％（図表38）。

０

20

40

60

80

悪影響を受ける特に影響なし好影響を受ける

4.7％

51.7％

43.6％

（％）

4 24 1



II .調査結果

図表39　ビル賃貸業か否か（SA）（n=1,594）

（１）ビル賃貸業か否か

■ ビル賃貸業のうち、事務所テナントは約25％、住宅テナントは約18％、その他

約57％であった（図表40）。

■ 事務所テナントは新型コロナ収束後に、「現状より悪くなる」見通しが、「現状

より良くなる」を上回る（図表44）。

■ 店舗テナントは「良くなる」と「悪くなる」が拮抗（図表45）。

■ 賃貸住宅の動向は「良くなる」が「悪くなる」をやや上回る（図表46）。

２ 不動産賃貸業を対象とした質問項目

【質問】貴事業所はビル賃貸業（住宅賃貸業を含む）をしていますか。

０

20

40

60

80

100

いいえはい

18.1％

81.9％

（％）

4 24 1



II .調査結果

図表40　テナントの業種業態（MA）（n=559）

（２）テナントの業種業態

【質問】どのような業種業態の方に賃貸していますか。（複数回答可）

（以下は、（１）で「はい」と回答した事業所の回答）

０ 10 20 30

その他サービス

住宅建築・リフォーム・ビルメンテナンス

学習塾・カルチャースクール

リース・レンタルサービス

自動車整備

レジャーサービス・ホテル

DPE・印刷・コピーサービス

理容・美容

クリーンサービス・クリーニング

アイスクリーム

コーヒーショップ

居酒屋・パブ

焼肉店・その他一般レストラン店

中国料理店

西洋料理・ステーキ・ピザ・パスタ

日本料理・寿司店

その他ファーストフード

ラーメン・餃子 ・カレー・牛丼・各種丼物・ハンバーガー

日用品・書籍・スポーツ用品・中古品等小売

家具・家電・家庭用品関係小売

自動車・自転車関係小売

菓子・パン小売

各種食料品小売

飲食料品関係小売

衣服・靴・身の回り品小売

宅配販売・通信販売・無店舗販売

各種総合小売

コンビニエンスストア

行政機関

住宅

事務所 25.2％

17.9％

3.4％

1.6％

0.9％

0.9％

2.3％

2.0％

1.8％

2.0％

2.5％

3.2％

3.2％

2.5％

4.1％

3.6％

4.7％

0.4％

0.4％

0.2％

0.4％

1.4％

9.1％

0.5％

0.7％

1.1％

1.4％

0.9％

0.5％

0.9％

0.4％

（％）

4 44 3



II .調査結果

図表41　事務所テナントの動向（MA）（n=322）

図表42　店舗テナントの動向（MA）（n=293）

（３）事務所テナントの動向

（４）店舗テナントの動向

【質問】事務所テナントの現在の動向をお答えください。（複数回答可）

【質問】店舗テナントの現在の動向をお答えください。（複数回答可）

０ 20 40 60

その他

該当しない

テナントの倒産

テナントの退去

賃貸面積の縮小の申し入れ

賃料滞納

賃料の支払い猶予の申し入れ

賃料減額の申し入れ 21.4％

8.7％

7.5％

5.0％

18.9％

0.6％

35.7％

2.2％

（％）

０ 20 40 60

その他

該当しない

テナントの倒産

テナントの退去

賃貸面積の縮小の申し入れ

賃料滞納

賃料の支払い猶予の申し入れ

賃料減額の申し入れ 22.2％

9.6％

7.5％

2.0％

13.3％

0.3％

42.0％

3.1％

（％）

4 44 3



II .調査結果

図表43　賃貸住宅の動向（MA）（n=276）

図表44　新型コロナ収束後事務所テナントの動向見通し（SA）（n=220）

（５）賃貸住宅の動向

（６）新型コロナ収束後の事務所テナントの動向見通し

【質問】賃貸住宅の現在の動向をお答えください。（複数回答可）

【質問】新型コロナ収束後の事務所テナントの動向の見通しについてお答えください。

０ 20 40 60

その他

該当しない

賃借人の退去

賃料滞納

賃料の支払い猶予の申し入れ

賃料減額の申し入れ 14.9％

6.2％

9.1％

17.8％

49.3％

2.9％

（％）

０

10

20

30

40

該当しない分からない現状より悪くなる変わらない現状より良くなる

9.5％

27.3％

23.6％

26.4％

13.2％

（％）

4 64 5



II .調査結果

図表45　新型コロナ収束後の店舗テナントの動向見通し（SA）（n=218）

図表46　新型コロナ収束後の賃貸住宅の動向見通し（SA）（n=219）

（７）新型コロナ収束後の店舗テナントの動向見通し

（８）新型コロナ収束後の賃貸住宅の動向見通し

【質問】新型コロナ収束後の店舗テナントの動向の見通しについてお答えください。

【質問】新型コロナ収束後の賃貸住宅の動向の見通しについてお答えください。

０

10

20

30

40

該当しない分からない現状より悪くなる変わらない現状より良くなる

15.6％

22.5％

15.1％

25.7％

21.1％

（％）

０

10

20

30

40

該当しない分からない現状より悪くなる変わらない現状より良くなる

14.2％

22.8％

11.9％

24.7％
26.5％

（％）

4 64 5



II .調査結果

図表47　新型コロナ流行前の従業員の働き方（MA）（n=344）

（１）事業所種別=事務所

■ 新型コロナ流行前は会社内で固定席を中心とした働き方が約75％であったが（図

表47）、新型コロナ流行後は約55％まで下がってきている（図表48）。

■ 在宅勤務は約20％で、従業員の裁量に任せる働き方も増加（図表49）。

■ 新型コロナ収束後に想定している働き方としては、現在の働き方と似た回答傾向

である（図表49）。

３ 事業所種別に応じた質問項目

新型コロナ流行前の従業員の働き方

【質問】新型コロナ流行前は、貴事業所の従業員は主にどのような働き方をして

　　　 いましたか。(複数回答可)

０ 20 40 60 80 100

その他

従業員の裁量による時間にとらわれない
働き方（フレックス制度）

在宅勤務を中心とした働き方

会社外のコワーキングスペースや
シェアオフィス等を活用した働き方

会社内で自由にスペースを選択できる
働き方（フリーアドレス）

会社内で固定席を中心とした働き方 74.4％

6.7％

1.2％

4.9％

9.0％

3.8％

（％）

4 84 7



II .調査結果

図表48　現在の従業員の働き方（MA）（n=408）

図表49　新型コロナ収束後の従業員の働き方（MA）（n=426）

現在の従業員の働き方

【質問】現在、貴事業所の従業員は主にどのような働き方をしていますか。

       (複数回答可)

新型コロナ収束後の従業員の働き方

【質問】新型コロナ収束後は、どのような従業員の働き方を想定されていますか。

       (複数回答可)

０ 20 40 60 80 100

その他

従業員の裁量による時間にとらわれない
働き方（フレックス制度）

在宅勤務を中心とした働き方

会社外のコワーキングスペースや
シェアオフィス等を活用した働き方

会社内で自由にスペースを選択できる
働き方（フリーアドレス）

会社内で固定席を中心とした働き方 50.7％

11.5％

3.3％

16.4％

13.6％

4.5％

（％）

０ 20 40 60 80 100

その他

従業員の裁量による時間にとらわれない
働き方（フレックス制度）

在宅勤務を中心とした働き方

会社外のコワーキングスペースや
シェアオフィス等を活用した働き方

会社内で自由にスペースを選択できる
働き方（フリーアドレス）

会社内で固定席を中心とした働き方 53.9％

8.6％

1.0％

19.1％

12.0％

5.4％

（％）

4 84 7



II .調査結果

図表50　新型コロナ収束後の従業員の出社日数（SA）（n=292）

新型コロナ収束後の従業員の出社日数

【質問】新型コロナ収束後の従業員の週当たりの出社日数はどの程度を想定

　　　 されていますか。

０

20

40

60

80

100

週０日週１-２日週３-４日週５日以上

60.6％

28.8％

8.2％
2.4％

（％）

5 04 9



II .調査結果

０ ５ 10 15 20 25

公務（他に分類されるものを除く）

サービス業（他に分類されないもの）

複合サービス事業

医療、福祉

教育学習支援業

生活関連サービス業、娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

学術研究、専門・技術サービス業

不動産業、物品賃貸業

金融業、保険業

卸売業・小売業

運輸業、郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業 6.2％

0.2％

8.7％

7.2％

17.9％

1.2％

5.5％

4.5％

7.7％

1.2％

1.7％

5.2％

0.5％

22.1％

9.7％

0.2％

（％）

■ 全体（テレワークや在宅勤務を導入している事業所）として生産性が変わってい

ない事業所が45.6％で最も多い。次いで多かったのが、生産性が悪化した事業

所で37.5％であった。反対に、生産性が向上した事業所はわずか2.9％であった。

業種別でみると、「不動産業、物品賃貸業（47.1％）」「建設業、運輸業、郵便業

（46.9％）」「情報通信業（46.9％）」で生産性が悪化した事業所の割合が高い

（図表53）。
■ 小売店舗や飲食店などを除く事務所機能の事業所のうち、コロナ禍収束後に週

５日、つまり概ね毎日出社を想定している企業は全体の約60％にとどまっている

（図表54）。

◇事業所アンケート調査結果（第２回アンケート調査結果のみの集計）◇

図表51　事業所の業種（SA）（n=402）
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II .調査結果

図表52　事業所の種別（SA）（n=402）

０

10

20

30

40

50

60

70

その他飲食店商店営業所事務所工場・製作所

1.0％

66.2％

12.4％
8.5％

2.7％

9.2％

（％）
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II .調査結果

図表53　業種別にみたテレワークや在宅勤務の導入による生産性への影響

その他(n=１)

その他サービス業(n=111)

金融業、保険業、学術研究、

専門・技術サービス業(n=40)

製造業(n=31)

情報通信業(n=81)

建設業、運輸業、郵便業(n=32)

医療、福祉(n=５)

卸売業・小売業(n=62)

宿泊業、飲食サービス業(n=14)

不動産業、物品賃貸業(n=68)

全体(n=445)

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

2.9％

1.5％

7.1％

4.9％

3.2％

5.0％

3.6％

45.6％ 37.5％ 12.6％

42.6％ 47.1％ 4.4％

0.9％

1.2％

1.6％

4.4％

1.3％

50.0％ 28.6％ 14.3％

45.2％ 38.7％ 14.5％

100.0％

37.5％ 46.9％ 15.6％

35.8％ 46.9％ 11.1％

48.4％ 29.0％ 19.4％

55.0％ 30.0％ 10.0％

49.5％ 29.7％ 16.2％

100.0％

従業員に生産性の向上について尋ねていない テレワークや在宅勤務は導入していない

生産性が悪化生産性は変わっていない生産性が向上
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II .調査結果

図表54　テレワークや在宅勤務の導入時期と新型コロナ収束後の従業員の週当たりの想定出社日数 (n=266)

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

コロナ禍以前から在宅勤務を

導入している（n=28）

コロナ禍発生後に在宅勤務を

導入した(n=157)

コロナ禍発生後も在宅勤務は

導入していない(n=81)

全体 (n=266)
61.3％ 27.8％ 8.3％ 2.6％

87.7％ 8.6％ 2.5％

52.9％ 35.0％ 9.6％ 2.5％

32.1％ 42.9％ 17.9％ 7.1％

週０日週１-２日週３-４日週５日以上

1.2％
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II .調査結果

図表55　テレワークや在宅勤務が一般化した場合の顧客数の見通し（SA）（n=225）

（２）事業所種別=商店/飲食店

■ 商店/飲食店は、働き方が変容した場合、顧客数が大きく減る可能性がある

（図表55）。

■ テレワークや在宅勤務が定着した場合の事業戦略として、新市場開拓や新商品

開発などの事業戦略に取り組む意向が多くみられる（図表56）。

テレワークや在宅勤務が一般化した場合の顧客数の見通し

【質問】新型コロナ収束後もテレワークや在宅勤務が一般化した場合の顧客数の

　　　 見通し(新型コロナ流行前対比)をお聞かせください。

０ 10 20 30 40

51％以上増加

31％-50％増加

０％-30％増加

変化なし

０％-30％減少

31％-50％減少

51％以上減少 29.8％

28.0％

32.0％

9.3％

0.9％

0.0％

0.0％

（％）
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II .調査結果

図表56　テレワークや在宅勤務が一般化した場合の事業戦略（MA）（n=351）

テレワークや在宅勤務が一般化した場合の事業戦略

【質問】新型コロナ収束後もテレワークや在宅勤務が一般化した場合の

       事業戦略をお答えください。(複数回答可)

０ 10 20 30

その他

戦略の変更はしない

縮小・撤退する

多角化(新しい商品・サービスを開発し、
これまでとは異なる事業を行い

新たな顧客を開拓する)

新市場開拓(他地域への出店やeコマース/
デリバリーの導入など、既存の商品・

サービスを新規顧客に販売する)

商品開発(既存顧客に対して新しい商品・
サービスを販売して売上を拡大する)

市場浸透(PRなどを通じて既存顧客の購買数・
購入金額・リピート率を高め、既存の商品・

サービスでの売上拡大を目指す)

17.1％

21.1％

0.3％

15.1％

10.3％

20.2％

16.0％

（％）
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II .調査結果

（１）行政支援策利用の状況

■ 新型コロナで深刻な影響を受けた宿泊業、飲食店や、生活関連サービス業、娯楽

業では、ほとんどの事業所が国・都・区の支援策を利用している（図表58）。

４ 行政支援策の活用状況と期待する事

図表57　これまでに利用した国・都・区の支援策（MA）（n=2,111）

ア  基本集計　　　　　　　 　　　　　　 

【質問】これまでに利用された国・都・区の支援策があればお答えください。

　　　　(複数回答可)

０ 20 40

その他

利用していない

テイクアウト・デリバリー・
通信販売導入商店街店舗応援補助金

雇用調整助成金

営業時間短縮に係る
感染拡大防止協力金

緊急事態宣言の
影響緩和に係る一時支援金

東京都家賃等支援給付金

水道料金・下水道料金の支払猶予 0.4％

15.1％

25.5％

4.7％

10.7％

20.7％

21.0％

1.8％

（％）
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II .調査結果

その他(n=37)

サービス業（他に分類されないもの）
(n=369)

医療、福祉(n=64)

生活関連サービス業、娯楽業
(n=50)

宿泊業、飲食サービス業(n=431)

学術研究、専門・技術サービス業
(n=115)

不動産業、物品賃貸業(n=219)

金融業、保険業(n=34)

卸売業・小売業(n=297)

運輸業、郵便業(n=73)

情報通信業(n=158)

製造業(n=103)

建設業(n=62)

全体(n=2,012)

０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

テイクアウト・デリバリー・通信販売導入商店街店舗応援補助金 利用していない その他

雇用調整助成金営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金緊急事態宣言の影響緩和に係る一時支援金

東京都家賃等支援給付金水道料金・下水道料金の支払猶予

0.8％

0.7％

0.9％

0.5％

0.6％

0.4％

24.3％

22.5％

20.3％

34.0％

23.9％

21.7％

28.8％

5.9％

20.9％

5.5％

19.0％

19.4％

19.4％

22.0％

18.9％

17.1％

20.3％

24.0％

10.7％

20.9％

18.7％

5.9％

22.9％

2.7％

11.4％

12.6％

16.1％

15.9％

8.1％

5.7％

7.8％

16.0％

34.8％

0.9％

4.1％

7.7％

2.7％

1.9％

1.6％

11.2％

13.5％

25.2％

18.8％

16.0％

21.6％

13.9％

15.1％

17.6％

22.6％

38.4％

25.9％

25.2％

16.1％

21.8％

0.8％

6.7％

2.9％

1.0％

1.4％

1.6％

1.9％

35.1％

27.9％

32.8％

10.0％

1.6％

41.7％

32.9％

67.6％

24.9％

49.3％

41.1％

42.7％

45.2％

26.8％

図表58　業種別にみたこれまでに利用した国・都・区の支援策

イ  クロス集計
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II .調査結果

（２）意見・要望

■ 新型コロナにより影響を受けた事業所は、「支援」、「お願い」、「支援給付金」、

「売上」、「家賃」、「給付金」、「助成金」といった切実さを訴えるような単語の

出現頻度が高い（図表59）。

■ また、「売上」と共起関係が強い単語として、「減少」、「影響」、「大きい」、「状

況」、「厳しい」が周辺に集まり、「支援給付金」という語の周辺に「お願い」、「家

賃」、「補助」、「持続」、「給付金」といった単語との共起の程度が強いことか

ら、深刻な状況がうかがえる（図表60）。

■ 業種との関係性をみると、「宿泊業、飲食サービス業」と「サービス業（他に分類

されないもの）」、「不動産業、物品賃貸業」と「支援」との共起の程度が強く、

「卸売業・小売業」の周辺に「売上」、「支援給付金」、「助成金」などの単語が集

まっている（図表61）。

【質問】その他、新型コロナに関連する影響や行政に対して求める支援策、

　　　 ご意見・ご要望等がありましたらご記入ください。（自由回答）

自由回答（283件）の内訳

とても好影響を及ぼした １件

好影響を及ぼした ２件

特に影響はない 36件

深刻な影響を及ぼした 109件

とても深刻な影響を及ぼした 135件
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II .調査結果

ア  計量テキスト分析　　　　　　　 　　　　　　 

自由回答のうち、II-１-（１）「事業活動への影響」の質問項目にて「深刻な影響を及

ぼした」および「とても深刻な影響を及ぼした」と回答した事業所の回答を抽出した上

で、以下の３つの計量テキスト分析を行った。

(ア)出現頻度集計

アンケートの回答から得られた文章に対して、単語としての意味を持つ最小の単位

にまで分解および解析（形態素解析）した上で、出現頻度の高いキーワードの上位

50単語を抽出した（図表59）。

(イ)単語間の共起ネットワーク分析

分析（ア）で形態素解析を行ったデータに対して共起ネットワーク分析を行い、出現

パターンが似ている単語同士を線で結んだネットワーク（共起ネットワーク図）を描

画した（図表60）。

(ウ)業種と単語の共起ネットワーク分析

分析（イ）で用いたデータに対して、「業種」を外部変数とした上で共起ネット

ワーク分析を行い、業種とキーワードの共起の度合いにもとづくネットワーク図

を描画した（図表61）。
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II .調査結果

図表59　出現頻度集計（上位50単語）

０ 20 40 60 80 100（％）

負担

大きい

社員

勤務

要請

提供

政府

制度

収束

持続

在宅

大変

行政

融資

多い

経済

会社

厳しい

検査

減少

緊急事態宣言

対応

早い

申請

継続

補助

状況

必要

影響

医療

港区

対策

助成金

給付金

協力

企業

テレワーク

感染

営業

家賃

ワクチン

接種

事業

売上

支援給付金

店舗

お願い

飲食

新型コロナ

支援

12.0％

12.0％

12.0％

12.0％

13.0％

13.0％

13.0％

13.0％

13.0％

13.0％

13.0％

14.0％

14.0％

15.0％

15.0％

15.0％

15.0％

16.0％

16.0％

17.0％

17.0％

19.0％

19.0％

19.0％

20.0％

21.0％

22.0％

23.0％

23.0％

24.0％

25.0％

26.0％

26.0％

26.0％

27.0％

27.0％

27.0％

29.0％

29.0％

30.0％

32.0％

35.0％

36.0％

40.0％

40.0％

41.0％

42.0％

46.0％

64.0％

77.0％

6 05 9



II .調査結果

図表60　単語間の共起ネットワーク分析

０

50

100

150

Centrality:

Frequency:

10

20

30

40

50

60

売上

企業

ワクチン

医療

店舗

時短

接種

営業

状況飲食

感染

協力

対策

影響

お願い

家賃 補助

事業

継続

対応

減少

業種

在宅

持続

提供

要請

勤務

負担

休業

延長

雇用

生活

行政

必要

大変

社員
可能

申請

東京

新型コロナ

支援給付金

テレワーク

給付金

助成金

緊急事態
宣言

厳しい

多い
大きい
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II .調査結果

図表61　業種と単語の共起ネットワーク分析

売上

サービス業
（他に分類されないもの）

事業

企業

支援

お願い

継続

融資

持続

新型コロナ

給付金

医療、
福祉補助

運輸業、
郵便業

制度

社員

減少

検査

雇用

助成金

厳しい

店舗

卸売業・
小売業

支援
給付金

テレワーク

状況

学術研究、
専門・技術
サービス業

経済

教育学習
支援業

政府

多い

行政 金融業、
保険業

業種

在宅

勤務

負担

ワクチン

建設業感染

宿泊業、
飲食サービス業

飲食

営業

協力
提供

要請

会社

情報通信業

申請

対応生活関連
サービス業、
娯楽業

医療
製造業

早い

全く

不動産業、
物品賃貸業

減額

複合サービス
事業

Degree:

１

２

３

Frequency:

20

40

60
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向上に向けた政策提言



１ コロナ禍の悪影響の度合いと支援の方向性

III.事務所の活力維持・向上に向けた政策提言

■ 宿泊・飲食サービス業への雇用継続も含めた重点的な支援の必要性

・全産業の大部分がコロナ禍により悪影響を受けているが、宿泊・飲食サービス業に

おいては、ほぼ100％が悪影響を受けており、98％が売り上げ減少に見舞われてい

るなど、特に深刻な影響を受けている。

・特に、他の産業では売上と比較して従業員数の減少はさほどではない業種が多い

中で、宿泊・飲食サービス業では過半の事業所が減少しており、雇用継続のために

より重点的な支援が必要である。

■ 生活利便性を担う関連サービス業全般への区内での事業継続促進

・宿泊・飲食サービス業に次いで、医療・福祉、卸売業・小売業で売上減少規模が

大きい。

・また、医療・福祉、サービス業（専門・技術サービス、その他サービス）では将来の

移転の可能性も高いとされている。

・こうした産業の衰退は区の生活利便性低下に直結することから、そのニーズを詳細

に把握し、区内での事業継続を可能とする支援策や環境整備として何が必要かを

把握し、取り組む必要がある。
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III.事務所の活力維持・向上に向けた政策提言

■ 小規模事業者を中心としたテレワーク・在宅勤務環境整備の支援

・コロナ禍により過半の事業所がテレワーク・在宅勤務を推進しているが、事業規模

の小さい事業所では導入率が低い。

・一方、導入した事業所の多くはそれにより生産性が低下したとしており、コロナ禍が

収束するまではもちろん、ポストコロナ時代にも一定程度テレワーク・在宅勤務が普

及すると見込まれることから、小規模事業者を中心とした、情報通信基盤投資や組

織運営ノウハウなどテレワーク・在宅勤務の環境整備支援を行うことが必要と考え

られる。

■ 国・都も含めた各種支援策の周知・利用促進

・最も悪影響を受けている宿泊・飲食サービス業以外では半数近くが公的な支援を

受けていない。

・こうした事業所のうち、支援が不要な事業者も少なくないと考えられる一方、支援

策の周知が不足しているケースや手続きが分かりにくいといった理由で必要な事業

所が利用できていない可能性もある。

・こうした、支援の取りこぼしのないよう、各種支援策の周知・利用促進が必要である。
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III .事務所の活力維持・向上に向けた政策提言

■ 情報通信業、専門技術サービス業などポストコロナ時代の成長産業の把握と支援

・区の滞在人口が減少したコロナ禍の状況下においても、情報通信業、専門技術サー

ビス業など売り上げを伸ばしている産業もみられる。こうした産業の中には、新しい

生活様式に移行するポストコロナ時代にも成長産業として期待できる業種が存在し

ている可能性が高い。

・今後の産業振興に向けてこうした産業の詳細を把握し、戦略的に支援することが

必要と考えられる。

２ ポストコロナの動向の見通しと事業者支援の方向性

■ 事業規模の再拡大を目指す宿泊・飲食サービス業の人材確保・育成への支援

・宿泊・飲食サービス業では、売上減少に伴い人員も削減した事業所が多くなって

いるが、コロナ禍収束後には人員を増やすとしている事業所が多くなっている。

・別途実施した昼間人口に対する調査においても、コロナ禍収束後にはコロナ禍以前

と同程度の頻度で区内に来訪する可能性が高いと回答しており、事業所のこうした

需要見通しを裏付けている。

・一方で、ヒアリング調査などにおいて、経験やノウハウのある以前の人材が戻って

くることは期待できず、改めて教育・育成が必要であることが大きな課題として

指摘されている。

・こうした人材確保・育成を支援することが必要である。

■ 街の新しい魅力創出に向けた宿泊・飲食サービス業における新規事業展開の支援

・最も悪影響を受けている宿泊・飲食サービス業では、今後の事業展開において「新

市場開拓（21.1％）」、「商品開発（20.2％）」など新規事業に取り組む事業所が一

定程度みられる。

・コロナ禍によって衰退した区内の宿泊・飲食サービス業の振興と新しい魅力創出に

向けて、こうした新規事業への取り組みを支援することが必要である。
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III .事務所の活力維持・向上に向けた政策提言

■ 賃料低下に伴うブランドイメージ低下の懸念と新しい成長産業立地の可能性

・区内の商業用不動産において、テナントからの賃料引き下げ要請が高まっており、

移転意向を有するテナントも一定割合存在している。

・このような需給バランスの変化から、区内のオフィス賃貸料水準が今後低下する

可能性がある。

・こうした変化は、マイナスの影響としては区のブランドイメージの低下が考えられる

一方、今後成長が見込まれながらも、賃料負担力の弱さから区内への立地が困難

であった、ICT活用型ベンチャーなど新しい成長産業の立地が期待される。

・こうした変化に対し、負の影響を抑制し、可能性を伸ばすことが必要である。

■ 賃貸住宅空き家対策の必要性

・コロナ禍により賃貸住宅における退出要請が高まっているとされている。

・別途人口統計の動向においても区内人口の減少傾向がつづいており、今後の回復

が期待されるものの、コロナ禍収束後も、コロナ禍以前と比較して一定の空き家増

の状態が継続する可能性がある。

・このため、その抑制や有効活用など、空き家対策の強化を図ることが必要と考えら

れる。
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